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	スライド番号 1
	スライド番号 2
	○　震災復興のような場面においても、寄附が果たす役割は大きい。�　　【具体例】　『いわて学び希望基金（岩手県）：約１８億円』、『桃・柿育英会（安藤忠雄氏ほか７名）：約９億円』�○　「もっと寄附が進むとよい」と思っている国民は多いが、「確定申告を行う」寄附者は少ない。�　　【具体例】　「日本においてもっと寄附が進むようになるとよい」７３％�　　　　　　　　　 「寄附を行った人のうち、確定申告した人」５％�○　学校法人への税額控除について、要件を満たす一部大規模法人に限らず、小規模な私立幼稚園・小・中・�　　高校設置法人などへ、一層の対象拡大が必要。� ⇒　寄附文化推進を更に加速させるため、�　◆　奨学事業（奨学金、授業料減免等）、国立霞ヶ丘競技場整備事業など国民による支え合いになじむ事業�　　への個人寄附に係る税額控除導入�　◆　学校法人の税額控除の要件の見直し、寄附金控除の年末調整対象化（※『H23年度税制改正大綱』検討事項）
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